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第 1回がん対策推進協議会小児がん専門委員会 議事概要

日時 :平成 23年 1月 ■1日 (月 )14Ю O～ 16Ю0

場所 :厚生労働省専用第 17会議室

厚生労働省健康局外山千也局長の冒頭の挨拶に引き続き、がん対策推進協議会垣添忠生

会長より、専門委員会の設立の経緯が説明され、当該委員会委員長として檜山英三委員が

指名された。垣添会長および檜山委員長の冒頭の挨拶では。平成 19年に出されたがん対策

推進基本計画 (以下、基本計画)では、小児がん対策について十分に触れられていなかっ

たため、平成 24年の基本計画の変更の際に具体的な計画を盛り込むための検討を行う目的

でt昨年 12月 のがん対策推進協議会 (以下、協議会)で小児がん専門委員会 (以下、当該

委員会)の設置が決定されたという経緯説明、および、小児がんの特徴として、がんの原

因を考える上での重要性、医療施設の集約化が必要な分野であること、治療の影響がその

後の生活に影響すること、などを挙げ、その特徴に応じた対策を立てる事が重要である旨

が話された。
「
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厚生労働省健康局がん対策推進室鈴木室長より、.資料1お よび 4を用いて、当該委員会

の目的、構成:検討事項、運営を含めた設置要項、́および、その法的根拠が示された。次

いで、
J資
料 2と して当該委員会め運営規定案が示され、正式に承認されたよ

~ ‐

引き続きt資料 3に示された各委員より、自己紹介が行われると共に事前に提出された

意見書および附随資料に基づいた意見が述べられた (資料5):各委員の意見の要旨は以下

の通りである (発言順)。              |
天野委員 :7‐8害Jが治癒可能な申で残された難治小児がんへの対策、長期フォローアシ

プを合む洛療以外あ支援策:息春期がんに対する寿策t'適慮外薬・某承認葉を合むドラジ
:

グラグヘの対策(の 4つが重要である。|     :     ,        ご

原委員 :医療施設の集約化を行いt主たる治療を担当する拠点とケアを行う:サテライト

施設を関連付けて配置する事で患者の利便性を図るがき。臨床試験は(全国の患者さんに

協力をいただくので、データを集約する中央機構に対する予算が必要。期限付き競争的研

究費ではなくt国家事業としての位置付けが必要。t他、緩和クア、適応外薬、疫学デ‐夕ヾ

基礎研究を推進する大学講座の設置、長期フォローアップと精神的支援、など。

堀部委員 :本委員会で扱う対象の小児がん定義付けははつきりさせるべき6成人が小児
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特有のがんを発症する事もあるので、がん登録につぃては小児の学会の垣根を越え、行政

主導の対策が必要。医療体制では、 1施設で診療する患者数を先進国間で比較すると、:日

本は極めて少ない。症例数と地理的状況を考慮しつつ、拠点の医療施設数を決定していく

必要がある。また、5年計画では目標が短期になりがちだが、長期的視野で考える事も重

要。                          '
牧本委員 :ガ 児ヽがん診療を行う専門施設を集約化し、人材を集中させることによつて医

療技術の質を高める事が最も重要であり、新薬開発と臨床試験、がん登録、専門医の育成、

在宅医療、支持療法と長期フォローアップなど、他の重要な問題はこれによって解決しや

すくなると期待される。                          ′

馬上委員 :小児月肖腫瘍は、小児がんの問題ソ点を全て抱えている分野。生存率が低く(一

人の患者に複数の合併症が生じるため、拠′点化に′よる治療とともに精神的社会的ケアを行

う専門家の育成と体制の構築が不可欠。

森委員 :小児がんの頻度や疾患特性に配慮した「小児がん対策推進計画」の策定が必要。

強調したいのは拠点施設の整備でtこれが達成されれば後の目的の多くが達成できる。基

礎研究、情報発信、医学教育が重要。

小俣委員 :小児がんの闘病者は10万人に上るとせ言われて医学的、社会的、発達的な多

様な問題から(家族だけでの支援に限界があり、治療と同時に、それに伴って生じる生活

課題への支援が必要。

上記意見を踏まえ、当該委員会で検討する対ネ疾患鮮、ガヽ児特有のが々とし、年幹は。20

歳未満を概ね対象とするが、30歳までの若年者、小児に発生する上皮il■_癌を含めて情報収

集を行いて施策を講じる事が重要とされた。また、診療体制 (拠′点化・集約化)、 患者 。家

族への支援、
｀
長期フォロ■アップ、難治がん対策、がん登録の 5項目を主要テ,マ とする

ことが委員長から提案され、次回委員会においてテーを確認をあらためて行うとともに、

まずは診療体制について議論を行うことヽ 今後の委員会で順次議論を進め、協議会へ提言

を行ぅていくこと―が確認されたも,これらの議論を行うために参考人を招聘する際には、事

務局宛に目白うとプロフィ■′レを添えて推薦してもらい、委員の許可を得るという取り決め

がなされた。次回委員会開催については、別途日程調整を行った上で決定することが知ら

された。  以上6     ,        「          :
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